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ゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業務委託 

公募型プロポーザル実施要領 

 

１ 趣旨 

この要領は、佐賀市が発注するゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業

務の受託者を選定するために実施する公募型プロポーザルに関して必要な事項を定める

ものとする。 

 

２ 業務目的 

「ゼロカーボンシティさがし」の実現に向けた取組として、令和７年３月に策定した第

３次佐賀市地球温暖化対策実行計画に基づく市民・事業者等の脱炭素行動の進展がゼロ

カーボンシティの実現に不可欠であるため、自発的・積極的な脱炭素行動のきっかけとな

る効果的な周知啓発を行うことを目的として啓発用動画を制作し、広報を実施する。 

 

３ プロポーザルの概要 

(1) プロポーザルの名称 

   ゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業務委託公募型プロポーザル 

(2) プロポーザルの方法 

   公募型プロポーザル 

(3) 主催者 

   佐賀市 

(4) 事務局 

   佐賀市環境政策課ゼロカーボンシティ推進室（以下「事務局」という。） 

〒840-8501 佐賀市栄町１番１号 

TEL：0952-40-7201  FAX：0952-26-5901 

E-mail：kankyoseisaku@city.saga.lg.jp 

 

４ 委託業務の概要 

(1) 業務名 

ゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業務委託（以下「本業務」という。） 

(2) 業務期間 

    契約締結日から広報活動の実施終了日まで 

(3) 業務内容 

仕様書（別紙）のとおり 

 (4) 提案上限金額 

１，３４２千円（消費税及び地方消費税相当額を含む。） 
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５ 参加資格 

本プロポーザルに応募できる者は、次に掲げる条件を全て満たす者とする。 

(1) 本市の競争入札参加資格者一覧表に登録されている法人であること。 

(2) 公募開始日から契約締結日までの間のいずれの日においても、佐賀市競争入札参加

資格者指名停止等の措置要領に基づく指名停止措置を受けていない者であること。 

(3) 地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４の規定に該当しない者

であること。 

(4) 公募開始日から契約締結日までの間のいずれの日においても、会社更生法（平成１４

年法律第１５４号）の規定による更正手続き開始の申立てが行われた者又は民事再生

法（平成１１年法律第２２５号）の規定による再生手続きの開始の申立てが行われた者

でないこと。 

(5) 自己又は自社の役員等が、次のいずれにも該当する者でないこと及び次のイからキ

までに掲げる者が、その経営に実質的に関与していないこと。 

ア 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）

第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第６号に規定

する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 暴力団員でなくなった日から５年を経過しない者 

エ 自己、自社若しくは第三者の不正な利益を図る目的又は第三者に損害を与える目

的をもって暴力団又は暴力団員を利用するなどしている者 

オ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を提供し、又は便宜を供与するなど直接的若

しくは積極的に暴力団の維持運営に協力し、又は関与している者 

カ 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している者 

キ 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれらを利用している者 

(6) 市区町村税、消費税、地方消費税及び法人税に滞納がない者であること。 

 

６ 実施スケジュール 

プロポーザル実施に係るスケジュールは以下のとおりとする。 

 

期日等 内容 

令和７年７月１８日（金） 公募開始 

令和７年７月３１日（木）午後５時 質問受付締切 

令和７年８月５日（火） 質問回答期限 

令和７年８月７日（木）午後５時 参加表明書の提出期限 

令和７年８月２０日（水）午後５時 企画提案書提出期限 
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令和７年８月２２日（金）予定 審査（プレゼンテーション等） 

※応募多数の場合は、提出書類による一次

審査を実施する。 

※プレゼンテーション及びヒアリングを実

施。 

令和７年８月下旬 審査結果公表 

 

７ 質問の受付及び回答方法 

本プロポーザルに関する質問は質問書の提出により行うこととし、口頭による質問は

受け付けない。 

(1) 提出期限 

  令和７年７月３１日（木）午後５時まで 

(2) 提出方法 

  質問書（様式第１号）により、事務局の E-mail アドレスへ電子メールにて提出する

こと。なお、送信後は到達確認のため事務局に電話連絡をすること。 

  ※電子メールの件名は、「プロポーザル質問（ゼロカーボンシティさがし動画）」とす

ること。 

(3) 回答 

   回答は、質問者の名称等を伏せた上で、令和７年８月５日（火）までに本市ホームペ

ージに掲載する。なお、回答内容は本要領等の追加または修正とみなす。 

 

８ 参加の方法等 

企画提案書の提出を希望する場合は、次のとおり参加表明書を提出すること。 

(1) 提出期限 

令和７年８月７日（木）午後５時まで 

(2) 提出場所 

   事務局 

(3) 提出方法 

持参又は郵送にて提出すること。持参する場合は、平日午前８時３０分から午後５時

まで（提出期限日は午後５時まで）とする。なお、書類は封筒に入れ、封筒の表には本

プロポーザルに係る参加表明書が入っていることが分かるように明記すること。 

なお、本市は郵送中の事故等に伴う損害に関しては一切責任を負わない。 

(4) 提出書類 

① 参加表明書（様式第２号） 

② ５(6)に規定する税目について滞納がないことの証明書（当該法人が所在する市区

町村税の納税証明書並びに法人税、消費税及び地方消費税の納税証明書（その３の
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３）） 

③ 法人登記に係る履歴事項全部証明書 

※①～③については、参加表明書提出時の現状を証明するものかつ発行後３か月以

内のものに限る。 

(5) 提出部数 

  各１部 

(6) 参加資格の確認 

 ① 参加資格は、提出された書類により審査し、その結果は令和７年８月１２日（火） 

までに、参加表明書に記載のあった電子メールアドレス宛てにプロポーザル参加資

格確認通知書（様式第３号）により通知する。 

 ② 参加資格がないと認められた者には、確認通知書にその理由を記載する。 

 

９ 企画提案書等の提出 

参加表明書受領通知書を受領した者は、応募にあたって企画提案書等の書類を次によ

り提出すること。 

(1) 提出期限 

令和７年８月２０日（水）午後１７時 

(2) 提出場所 

  事務局 

(3) 提出方法 

８(3)に同じ 

(4) 提出書類 

① 企画提案書（様式第４号）の正本及び副本 

別紙（Ａ４版様式任意・両面印刷及び文字サイズは原則１０ポイント以上とする。） 

に、業務の実施方針、手法、スケジュール、絵コンテやサンプル動画の内容（コンセ

プト及び動画のイメージについて、動画の構成がイメージできるようなもの）、広報

計画を記載すること。副本の別紙については、全ての頁において参加者が特定できる

ような表示及び記載のないものとすること。副本の別紙に参加者が特定できるよう

な表示及び記載がある場合には、失格になることがある。 

② 業務実績（様式第５号） 

③ 業務実施体制（様式第６号） 

④ 様式第５号及び様式第６号に記載した提案者の元請としての同種業務・類似業務

の従事実績内容の確認できる書類（契約書及び仕様書等の業務実績を証するもの）の

写し 

⑤ 見積書（任意様式） 

見積価格は、委託料上限額を超えないものとする。 
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(5) 提出部数 

  正本１部、副本（コピー）５部 

(6) その他 

① 企画提案書の提出後において、資料の差し替えは認めない。 

② 提出された資料は、一切返却しない。 

③ 提出された資料は、本業務以外の目的では使用しない。 

 

１０ 審査 

(1) 審査方法 

企画提案書の内容についてプレゼンテーション及びヒアリングによる審査を行う。 

 (2) 審査項目 

以下の合計点の最上位のものを受託候補者とする（「評価基準」のとおり）。なお、受

託候補者となるべき者が２者以上ある場合は、それらの者の中から、くじにより受託候

補者を特定する。 

① 業務実績に対する評価点 

② 業務具体性に対する評価点 

③ 業務遂行力に対する評価点 

④ 経費妥当性に対する評価点 

⑤ 姿勢・意欲に対する評価点 

 (3) 実施日時・場所 

   日時：令和７年８月２２日（金）予定 

   場所：佐賀市役所本庁舎内（佐賀市栄町１番１号） 

   詳細は審査参加者に別途連絡する。 

(4) 実施方法 

  ① プレゼンテーションは、提案者から１５分以内で説明を行い、その後、提案に関し

て質疑応答の時間を設けるものとする。順次個別に実施する。 

  ② プレゼンテーションは、パソコン等を使用し、大型モニターに投影する方法を採る

ことを認める。大型モニター及びＨＤＭＩケーブルは本市で用意したものを使用す

ることができるが、パソコン等の機材は提案者において用意すること。なお、企画提

案書以外の資料の追加は認めない。 

  ③ 動画により伝えようとするコンセプト及び動画のイメージについて、絵コンテや

サンプル動画等を用いて、動画の構成がイメージできるよう提案することとし、コン

セプトや構成の提案理由を明記すること。 

  ④ サンプル動画を制作する場合は、インターネット上の動画共有サービスへ掲載す

るなどし、その URL 及び QR コードを企画提案書内に示し、簡易に閲覧できるよう

にしておくこと。 
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  ⑤ プレゼンテーションに参加できる人数は、最大３名とする。 

  ⑥ プレゼンテーションに欠席する場合、本プロポーザルを辞退したものとみなす。た

だし、災害、交通機関の事故等、真にやむを得ない事由により出席できないと判断さ

れる場合は、この限りでない。この場合、その後の対応については佐賀市の指示に従

うこと。 

(5) 審査結果の通知 

審査結果は、文書及び佐賀市ホームページで通知する。審査結果に関する質問及び異

議申立ては受け付けない。 

 

１１ 契約 

(1) 審査の結果選定された受託候補者と業務の詳細について協議し、協議が整ったとき

は速やかに契約の締結を行う。なお、委託業務の内容は、企画提案書に拘束されるもの

ではなく、本市と受託候補者との協議の上決定する。 

(2) 受託候補者特定後、契約締結までの間に受託候補者に失格事項等が判明した場合は、

受託候補者の特定を無効とし、契約を締結しないことがある。 

(3) 受託候補者が契約を締結しないとき又は本業務の遂行に支障があると判明したとき

は、次順位の者を繰り上げて、その者を受託候補者として契約の締結交渉を行う。 

この場合において、次順位以降に受託候補者となるべき総合評価点の者が２者以上

あるときは、前項第２号と同様の方法により受託候補者を特定する。 

 

１２ 失格に関する事項 

(1) ５に規定する参加資格を満たしていない者 

(2) 提出期限までに提出書類を提出しない者 

(3) 提出書類に故意に虚偽の記載をした者 

(4) 本業務の事業費の上限額を超える金額を事業費として提案した者 

(5) その他提案にあたり著しく信義に反する行為等を行った者 

 

１３ その他留意事項 

(1) 参加表明書及び企画提案書等の提出は、１者につき１件とする。 

(2) 参加表明者が参加を辞退する場合は、速やかにプロポーザル参加辞退届（様式は任意

とする。）を事務局に提出すること。なお、辞退届を提出した後は、辞退届を撤回する

ことはできない。 

(3) 本市の承諾を得た場合に限り、本業務の一部を第三者に再委託させることができる。 

(4) 本プロポーザルの参加に要する一切の費用は、参加者の負担とする。 

 

１４ 様式 
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 様式第１号 質問書 

様式第２号 参加表明書 

様式第３号 プロポーザル参加資格確認通知書 

  様式第４号 企画提案書 

  様式第５号 業務実績 

  様式第６号 業務実施体制 
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別紙 

評価基準 

 

評価項目 評価基準 配点 

１ 業務実績 ・同種・類似の業務の実績が豊富で、その成果が評価されているか。 １０ 

２ 業務具体性 

・佐賀市の現状に即した、市民・事業者等の脱炭素行動の進展につながる 

提案内容となっているか。 

・広報媒体の種類及び選定理由や目標が明確か。 

１０ 

３ 業務遂行力 

・提案された業務遂行の手順が、本業務の目的達成に効率的かつ効果的で 

あるか。また、独自の知見やノウハウ、強みがいかされているか。 

・業務内容に応じて、明確かつ適当なスケジュールが設定されているか。 

・業務実施体制（人員配置、役割分担等）が具体的であるか。 

１０ 

４ 経費妥当性 
・提案内容等に応じた見積金額及び積算内訳が妥当か。 

※金額の多寡は数値化しない。 
１０ 

５ 姿勢・意欲 

・本業務の目的、内容を十分に理解し、提案は仕様書の内容に即している 

か。 

・プレゼンテーションの内容が分かりやすく、説得力があるか。 

・質疑に対する応答が適切かつ真摯であるか。 

１０ 

合 計 ５０ 
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（様式第１号） 

質問書 

  令和 年  月  日  

（あて先）佐賀市長 

 

ゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業務委託公募型プロポーザルに関し、

以下のとおり質問します。 

 

 

質問者名  

 

No 質問事項 質問内容 

１ 

  

２ 

  

３ 

  

４ 

  

５ 

  

※質問の項目数が不足する場合は適宜追加すること。 
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（様式第２号） 

参加表明書 

 

   令和 年  月  日  

（あて先）佐賀市長 

 

所在地             

事業者名             

代表者氏名              印 

 

  

「ゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業務委託公募型プロポーザル実施要

領」に基づき、プロポーザルに参加する意思を表明します。 

 実施要領の応募資格要件を全て満たしていることを誓約します。 

 今後提出する全ての書類の記載内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

   

記 

 

１ 業務名 

  ゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業務委託 

 

２ 添付書類 

  市区町村税に滞納がないことの証明書 

  法人税、消費税及び地方消費税に滞納がないことの証明書（納税証明書その３の３） 

  法人登記に係る履歴事項全部証明書 

 

３ 連絡責任者 

所 属 部 署 名  

氏              名
フ リ ガ ナ

  

電 話 番 号  

メ ー ル ア ド レ ス  
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（様式第３号） 

プロポーザル参加資格確認通知書 

 

   令和 年  月  日  

 

           様 

佐賀市長 坂井 英隆 

 

 

年 月 日付けで参加表明がありました公募型プロポーザルの参加資格について確認

しましたので、次のとおり通知します。 

 

１ 業務名 

   ゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業務 

 

２ 結果 

(1) 参加資格を有することを認めます。 

(2) 次の理由により、参加資格を有することを認められません。 

理由： 
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（様式第４号） 

企画提案書 

 

 令和 年  月  日  

 

（あて先）佐賀市長 

 

所在地             

事業者名             

代表者氏名             印 

 

 

 下記の業務について、別紙のとおり企画提案書及び添付書類を提出します。 

 

記 

 

１ 業務名 

  ゼロカーボンシティさがし啓発用動画制作及び広報業務 

 

２ 企画提案の内容 

  別紙のとおり 

 

３ 添付書類 

 (1) 業務実績（様式第５号） 

 (2) 業務実施体制（様式第６号） 

 (3) 見積書 
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（様式第５号） 

業務実績 

 

事業者名              

発注者 契約期間 業務名・業務内容 契約金額（税込） 備 考 

 

年 月 日 

～ 

年 月 日 

業務名 

 

業務内容 

 

 

円 

 

 

年 月 日 

～ 

年 月 日 

業務名 

 

業務内容 

 

 

円 

 

 

年 月 日 

～ 

年 月 日 

業務名 

 

業務内容 

 

 

円 

 

 

年 月 日 

～ 

年 月 日 

業務名 

 

業務内容 

 

 

円 

 

 

年 月 日 

～ 

年 月 日 

業務名 

 

業務内容 

 

 

円 

 

（注） 同種業務、類似業務の実績について、次のとおり記入すること。 

(1) 元請として契約した業務を記入すること。 

 (2) 過去５年以内に完了した業務を記入すること。 

 (3) 同種業務、類似業務の従事実績内容の確認できる書類（契約書及び仕様書等の業務

実績を証するもの）の写しを添付すること。 
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（様式第６号） 

業務実施体制 

 

事業者名              

 業務責任者 担当者① 担当者② 

氏名    

所属・役職    

実務経験 
年数 

【実務経験年数】 
      年 
 

【実務経験年数】 
      年 
 

【実務経験年数】 
      年 
 

過去５年以
内の同種業
務又は類似
業務の実績
（業務名、
発注者、実
施時期、担
当 等） 

   

担当する 
業務内容 

   

※業務責任者及び担当者の同種業務の従事実績内容の確認できる書類（契約書及び仕様書

等の業務実績を証するもの及び氏名が記載された業務実施体制表）の写しを添付するこ

と。 


